
○運転免許事務処理要領の制定について

令和７年３月８日

道本運試第3969号

／警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／宛て

、 「 」運転免許事務の取扱いについては これまで 運転免許事務処理要領の制定について

（令６.12.26道本運試第3123号。以下「旧通達」という ）により運用してきたところ。

であるが、この度、道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第32号）の一部施

行に伴う所要の見直しを行い、別添のとおり「運転免許事務処理要領」を定め、令和７

年３月24日から運用することとしたので、所属職員に周知徹底し、適正な運用に努めら

れたい。

なお、旧通達は、同日付けで廃止する。



別添

運転免許事務処理要領

第１ 趣旨

この要領は、運転免許に関する事務処理について、道路交通法（昭和35年法律第105

号。以下「法」という 、道路交通法施行令（昭和35年政令第270号。以下「令」とい。）

う 、道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「規則」という ）及び道。） 。

路交通法施行細則（昭和47年北海道公安委員会規則第11号）に定めるもののほか、必要

な事項を定めることを目的とする。

第２ 用語の意義

この要領において、次の各事項に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各事項に定める

ところによる。

１ 免許試験 法第97条に規定する運転免許に関する適性、学科及び技能試験をいう。

２ 免許 法第84条に規定する運転免許（仮運転免許を除く ）をいう。。

３ 仮免許 法第87条に規定する仮運転免許をいう。

４ マイナンバーカード 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

（ ） 。に関する法律 平成25年法律第27号 第２条第７項に規定する個人番号カードをいう

５ 特定免許情報 法95条の２第２項各号に規定する情報をいう。

６ 免許証 規則別記様式第14に規定する運転免許証をいう。

７ マイナ免許証 特定免許情報が記録されたマイナンバーカードをいう。

８ 仮免許証 規則別記様式第15に規定する仮運転免許証をいう。

９ 免許証等 免許証又はマイナ免許証をいう。

10 国外免許証 規則別記様式第22の７に規定する国外運転免許証をいう。

11 運転経歴証明書 規則別記様式第19の３の10に規定する運転経歴証明書をいう。

12 マイナ経歴証明書 規則第30条の８第３項第１号に規定する運転経歴情報記録個人

番号カードをいう。

13 特定失効者 法第97条の２第１項第３号及び第４号に規定する者をいう。

第３ 免許試験の手続

１ 実施責任者等

免許試験は、免許試験業務を担当する警部（同相当職を含む ）の階級にある職員。

を試験実施責任者、警部補（同相当職を含む ）の階級にある職員を試験実施補助者。

として実施するものとする。

２ 申請の受付

⑴ 運転免許申請書等の確認

ア 運転免許申請書（規則別記様式第12。以下「免許申請書」という ）を受理す。

る際は、本人確認を行うとともに、免許申請書の添付書類等により受験資格を確

認するものとする。

イ 免許申請書及び質問票（規則第18条の２の２、第29条及び第29条の２で定める



質問票をいう。以下同じ ）を点検し、記載内容に誤りがないことを確認するも。

のとする。

ウ 免許申請書に規則第17条、第18条及び第18条の２で定める添付すべき書類及び

申請用写真が添付され、提示すべき書類が提示されていることを確認するものと

する。

エ 免許申請書には、前事項に定めるもののほか、必要に応じて、法第96条の２の

規定に該当する者であることを証明する書類、受験資格を疎明する書類等を添付

又は提示させるものとする。

⑵ 質問票及び報告書に関する留意事項

質問票に誤記等がある場合は次により措置するものとする。

ア 誤記等により訂正が必要と認めるときは、誤記等に係る質問票を回収した上で

新たに質問票を交付するなど、是正させた質問票を提出させるものとする。

なお、誤記等に係る質問票は、復元できない措置を講ずるものとする。

イ 申請者に誤記等に係る是正を求め、これに応じない場合には、行政手続法（平

成５年法律第88号）第７条の規定により、以後の手続を打ち切るものとする。

、 、 、ウ 免許を受けている者からの申請手続を受理し 後日 誤記等が判明した場合は

（ 。当該申請者に報告書 規則第29条の２の４及び第37条の２で定める報告書をいう

以下同じ ）を提出させるものとする。。

エ 質問票の提出は、免許申請書等を質問票の上に重ねて提出させる等の方法によ

り記載内容が周囲から見られることがないようプライバシーの保護に配意するも

のとする。

オ 質問票及び報告書（カの事項において「質問票等」という ）を記載する場所。

は、目隠し板を設けるなど、プライバシーの保護に必要な措置を確実に講ずるも

のとする。

カ 質問票等は、受理した日の属する年の翌年から９年間保存するものとする。た

だし、記載から３年が経過した質問票等のうち、当該質問票等を記載した者が新

たに質問票等を提出した場合は、この限りでない。

３ 実施要領等

⑴ 適性試験

別表のとおりとする。

⑵ 学科試験

ア 学科試験で使用する問題は、第一種免許（小型特殊免許（以下「小特免許」と

いう ）及び原動機付自転車免許（以下「原付免許」という ）を除く。以下同。 。

じ ）第二種免許、小特免許、原付免許及び仮免許の区分ごとに作成するものと。

する。

、 。イ 学科試験で使用する問題用紙は 施錠できるロッカー等に保管するものとする

ウ 学科試験（運転免許試験場で実施する学科試験に限る ）で使用する問題の指。



定は、毎月末に翌月分について行うものとする。

エ 指定自動車教習所に対する仮免許に係る学科試験問題の指定については、警察

本部運転免許試験課が行うものとする。

⑶ 技能試験

ア 技能試験官 試験回路及び試験車両の指定は 試験当日に運転免許試験場長 運、 、 （

転免許試験場長が不在のときは試験実施責任者。４の⑵の事項及び⑷の事項にお

いて同じ ）が行うものとする。。

イ 試験（大型特殊自動車及び牽引自動車に係る第一種及び第二種免許試験並びに

自動二輪車に係る免許試験を除く ）を行う際は、次に受験する者（以下「次番。

者」という ）等を後部座席等に同乗させて行うものとする。。

なお、受験者が１名であるなどの理由により、次番者の同乗が困難である場合

は、次番者の代わりに職員等が同乗する方法のほか、受験者の動静や技能試験官

の採点状況等の映像及び音声を、ドライブレコーダー、車内カメラ等に録音・録

画する方法（一定期間保存され、当該技能試験後に映像及び音声を確実に確認す

ることができるものに限る。以下「録音・録画方法」という ）としても差し支。

えないものとするが、録音・録画方法とした場合の当該技能試験状況を録音・録

画したデータ（以下「映像記録等」という ）については、事後の検証が可能と。

なるように一定期間保存するものとする。ただし、当該技能試験の担当技能試験

官及び受験者以外の者が、技能試験終了後直ちに映像記録等を技能試験の開始か

ら終了までを早送り等することなく通して確認し、問題が認められなかったこと

を、確認者、確認日時等とともに記録する場合はこの限りでない。

ウ 映像記録等の管理要領等については、別に定める。

４ 免許試験実施日の指定等

免許試験は、原則として、全ての試験を同一日に行うものとする。ただし、次の事

項のいずれかに該当する場合は、一部の試験を別日に行うことができるものとする。

⑴ 悪天候や試験車両の故障等、試験に支障を及ぼすおそれがある場合

⑵ 受験者の健康上の理由等により、運転免許試験場長が受験できないと判断した場合

⑶ 社会の慣習上又は業務の遂行上、やむ得ない緊急の用務が生じている場合

⑷ ⑴の事項から⑶の事項までのほか運転免許試験場長が別日に実施する必要がある

と認めた場合

５ 免許試験結果の発表等

⑴ 合格発表は、運転免許合格発表装置等、合格者の受験番号を表示する方法により

行うものとする。

⑵ 受験者本人から、同人に係る学科試験又は技能試験の得点について開示の請求が

あったときは、得点のみを開示するものとする。

６ 免許試験の免除

⑴ 特定失効者に係る一部免除



ア 申請を受理したときは、特定失効者として試験の一部免除を受けることができ

る者であるか確認するものとする。

イ 申請者に令第33条の６の２で定める免許証の更新を受けることができなかった

やむを得ない理由がある場合は、その理由を証明する書類の提出を受けるものと

する。

ウ 特定失効者に係る適性試験は、３の⑴の事項に準じて行うものとする。

⑵ 特定取消処分者に係る一部免除

ア 申請を受理したときは 法第97条の２第１項第５号で定める特定取消処分者 以、 （

下「特定取消処分者」という ）として、試験の一部免除を受けることができる。

者であるか確認するものとする。

イ 特定取消処分者に係る適性試験は、３の⑴の事項に準じて行うものとする。

⑶ 外国免許保有者に係る一部免除

法97条の２第３項及び令第34条の４で規定する外国運転免許証を有している者に

対する免許試験の一部免除の取扱いは、次により行うものとする。

ア 確認の順序

令第34条の４に規定する確認は、次の順に行うものとする。

ｱ 自動車等の運転に関する経歴に関する質問( )

ｲ 自動車等の運転について必要な知識に関する質問( )

ｳ 自動車等の運転に関する実技( )

イ 確認方法

ｱ 自動車等の運転に関する経歴に関する質問( )

本邦の免許を受けていたことの有無等、申請者の自動車等の運転に関する経

歴について質問を行うものとする。

ｲ 自動車等の運転について必要な知識に関する質問( )

法令で定める道路の交通の方法等について、外国語による質問文を付した絵

図面等を用いて質問を行うものとする。

ｳ 自動車等の運転に関する実技( )

ｲ の事項の質問において、70パーセント以上の成績を収めた者に対し、試験( )

場のコースにおいて自動車等の運転に関する実技に係る確認を行うものとする。

試験の免除(エ)

運転に関する実技において、70パーセント以上の成績を収めた者には、技能

試験及び学科試験を免除するものとする。

ウ 留意事項

自動車等の運転に関する実技の結果において、70パーセント未満の成績であっ

た者が再度申請した場合における自動車等の運転について必要な知識に関する質

問は、前回の質問を行った日から６月間は、これを免除するものとする。

第４ 免許証等の取扱い



１ 免許証の電磁的方法による記録

免許証を作成する際は、法第93条の２の規定に基づき、免許証に記載される事項等

を当該免許証に電磁的方法により記録するものとする。

２ 特定免許情報の記録

マイナ免許証を作成する際は、法第95条の２の規定に基づき、特定免許情報をマイ

ナンバーカードの区分部分に電磁的方法により記録することとし、当該記録はマイナ

ンバーカードに組み込まれた半導体集積回路に記録して行うものとする。

３ 暗証番号の設定

⑴ 設定方法

免許証の交付を受けようとする者には、原則として、数字４桁の異なる暗証番号

を２つ設定させるものとし、マイナ免許証の交付を受けようとする者には、数字４

桁の暗証番号を１つ設定させるものとする。

なお、免許証とマイナ免許証双方の交付を受ける場合は、それぞれ暗証番号を設

定させるものとする。

⑵ 暗証番号を失念した者への対応

暗証番号に係る照会は、申請者の住所地にかかわらず警察署又は運転免許試験場

若しくは優良運転者免許更新センターで受理及び回答するものとする。

４ 免許証の色分けによる区分等

免許証の有効期間欄の色は、次の各事項に掲げる区分に従い、当該各事項に定める

色とするものとする。

⑴ 法第92条の２第１項の表の備考一の２に規定する優良運転者 金色

⑵ 新規に免許を取得する者（法第97条の２第１項第３号及び第５号の規定により免

許の試験の一部免除によって免許を取得する者並びに現に免許を有する者で新たに

他の種類の免許を取得する者を除く ） 黄緑色（若草色）。

⑶ ⑴及び⑵の事項以外の者 薄青色

５ 免許証の交付

⑴ 現に免許証を有する者に対して、新たに免許証を交付する場合は、申請に際して

提出した免許証（以下「旧免許証」という ）と引換えに交付するものとする。。

ただし、併記（現に受けている免許に加え、当該免許と異なる種類の免許を受けるこ

とをいう。以下同じ ）及び再交付の申請の場合を除き、当該申請者が旧免許証の。

受領を希望する場合は、これを交付することができるものとする。

⑵ 前事項において、旧免許証を申請者に交付する場合は、当該免許証にさん孔措置

を講ずるとともに、必要に応じて、旧免許証の裏面に交付年月日等を記載するもの

とする。

６ 免許証の再作成

免許証の再作成は、次に掲げる事項に該当する場合に行うものとする。

⑴ 法第93条に規定する記載事項変更届の内容が生年月日である場合



⑵ 免許証の備考欄に変更内容を記載できない場合

⑶ ⑴の事項及び⑵の事項のほか警察本部運転免許試験課長、方面本部の交通課長、

運転免許試験場長又は優良運転者免許更新センター所長が再作成する必要があると

認めた場合

第５ 免許証等の更新等の手続

１ 免許証等の更新

⑴ 更新申請の受理

ア 更新申請の受理に当たっては、運転免許証等更新申請書（規則別記様式第18。

以下「更新申請書」という 、質問票、免許証等及び規則第17条第２項に規定。）

する必要書類等を点検し、更新該当者（法第101条、法第101条の２又は法第101

条の２の２に規定する事項に該当する者をいう ）であることを確認すること。。

イ マイナ免許証のみを有する者が、免許情報記録の有効期間を更新するときは、

現に有するマイナ免許証に記録された免許情報記録を書き換えて行うこと。

ウ 免許証及びマイナ免許証双方の保有者（以下「二枚持ち者」という ）が免許。

証等の更新を受けようとする場合は、免許証又はマイナ免許証の更新のいずれか

一方を受ける場合であっても、その双方を提示させること。

また、その双方を受けようとする者については、同時に申請させること。

エ 運転免許証更新連絡書（以下「連絡書」という ）の提示のない者に係る更新。

時講習の受講区分は、警察共通基盤システムの運転者管理業務による免許・不適

格事実照会（以下「免許・不適格事実照会」という ）又はほくとネットの道内。

免許証記載事項照会業務により確認すること。

オ 更新申請者が、法第100条の２に規定する再試験（以下「再試験」という ）。

の対象者である場合は、再試験後に更新申請するよう指導するものとする。この

場合において、同対象者が更新手続を希望する場合は、これを拒否できないこと

に留意すること。

⑵ オンラインによる更新時講習の受講者確認

オンライン講習（令第43条第１項の表のオンライン講習）による受講者確認方法

については情報提供等記録開示システムにより顔検知、顔照合、生体判定を行い、

更新申請者と受講者との同一性を判定するものとする。ただし、これにより判定で

きない場合は、職員による受講者確認を行うこととなるが、その確認方法について

は更新申請者の顔貌と保存された顔画像の同一性を確認するとともに、次の点につ

いて聴取すること。

ア 講習動画や確認テストの内容

イ 受講場所や受講時の明暗等、受講時の環境

ウ 眼鏡の有無や髪型等、受講時の容貌

エ その他必要な事項

受講者が本人であるかどうかについて疑義が生じた場合には、再度、別の職員が



確認を行うなど、複数人で確認を行うこと。

なお、受講者が本人であると確認できなかった場合は、その理由を具体的に説明

するとともに、顔画像を保存するなど記録化しておくこと。

⑶ 経由更新申請の手続等

ア 経由申請を行うことができる者

免許証等の更新を受ける日において優良運転者又は一般運転者に該当するもの

であって更新連絡書の送付を受けたものとする。ただし、更新連絡書を持参しな

かった場合であっても住所地公安委員会へ照会し、経由更新を行うことができる

者であることが確認できた場合は、この限りでない。

なお、次のいずれかに該当する者は、経由申請を行うことができないことに留

意すること。

ｱ 法第91条の規定により免許に身体の状態に応じた条件（眼鏡等、補聴器又は( )

特定後写鏡等を使用すべきこととするものを除く ）が付されている者。

法第95条の６第１項の表の備考１のイ(4)に規定する特別失効者に該当する(イ)

者として当該効力を失った免許の次の免許を受けた者であって、同表の備考４

の規定の適用を受けて当該効力を失った免許を受けていた期間及び当該次の免

許を受けていた期間が継続していたものとみなされなければ違反運転者等とな

るもの

イ 経由申請を行うことができる期間

ｱ 免許証のみを有する者の免許証の更新( )

更新を受けようとする免許証の有効期間が満了する日の直前のその者の誕生

日の１月前から当該誕生日までとする。

なお、当該誕生日が日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に規定する休日又は12月29日から翌年の１月３日までの日に当た

る場合でも、経由申請を行うことができる期間の末日が当該誕生日の翌開庁日

に繰延べされることはなく、当該誕生日の経過をもって経由申請を行うことが

できなくことに留意すること。

ｲ マイナ免許証のみを有する者の免許情報記録の更新( )

免許情報記録の有効期間の末日までとする。

ｳ 免許証及びマイナ免許証を有する者の免許の更新等( )

免許証の更新のみを行う場合は、 ｱ と同様とし、マイナ免許証の更新のみの( )

場合や免許証とマイナ免許証の双方を更新する場合は、 と同様とする。(イ)

ウ 関係書類の発送

申請者が提出した免許証等に係る経由更新に必要な書類は、点検後、受理日

からおおむね１週間以内に住所地を管轄する公安委員会に送付するものとする。

なお、申請者が、郵送により免許証の交付を希望している場合は、当該送付書

にその旨を記載すること。



エ 道内での経由更新に係る手数料

住所地を管轄する公安委員会及び経由地公安委員会がともに北海道内の公安委

、 。員会である場合の更新手数料は 経由地公安委員会において処理するものとする

⑷ 質問票確認時の留意事項

第３の２の⑵の事項は、更新申請及び経由更新申請を受理する場合の質問票確認

時の留意事項について準用するものとする。

⑸ 適性検査

第３の３の⑴の事項は、更新申請受理時に行う適性検査について準用するものと

する。

⑹ 免許証等の措置

ア 旧免許証には、必要に応じて、さん孔等の措置を講じること。

イ 免許証について、即日交付以外の免許証の更新申請を受理した場合は、当該免

許証の裏面に更新手続中である旨を明らかにしておくこととし、マイナ免許証に

ついては、免許情報登録画面上の備考欄に更新手続中である旨を入力すること。

その際、申請者に対し更新時講習を行う日時及び場所を指定すること。

ウ 前事項により、更新時講習を終了した者に対し、免許証については、当該免許

証の裏面に受講済みである旨を明らかにしておくこととし、マイナ免許証につい

ては、更新時講習実施規程（平成６年北海道警察本部告示第26号）で定める「更

新時講習受講証明書」を交付し、受講済みであることを明らかにしておくこと。

エ 免許証の交付又は免許情報記録の書換えに際しては、受講済みを証する免許証

の裏面又は更新時講習受講証明書の確認をもって更新時講習の受講済みを確認す

ること。

⑺ 免許証の交付又は免許情報記録の書換え手続

ア 免許証の交付又は免許情報記録の書換えを行う際は、更新前の免許証等の有効

期限日までに更新時に必要な講習を受講していることを確認した上で、別に定め

る更新申請処理簿に、交付又は書換えをした職員が処理月日及び当該職員の氏名

を記載（更新申請の日と同一日に免許証を交付する場合を除く ）し、交付処理。

状況を明らかにしておくこと。

イ 郵送により免許証を交付する場合は、あらかじめ郵送業務を行う団体等に証を

交付した上で、更新申請処理簿にその旨を記載しておくこと。

２ 免許証等の記載事項変更

⑴ 申請書類の確認等

ア 記載事項変更届（以下「変更届」という ）を受理する際は、運転免許証等記。

載事項変更届（規則別記様式16。以下「届出書」という ）を提出させるととも。

に、規則第20条に規定する必要書類を添付又は提示させるものとする。

イ 氏名の変更は、同規則の規定によらず、情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（平成14年法律第151号）第11条及び情報通信技術を活用した行政



の推進等に関する法律施行令（平成15年政令第27号）第５条の規定により、マイ

ナンバーカードで手続を行うことができることから、届出者から住民票の写しの

添付に代えての提示がなされた場合には、マイナンバーカードによって本人確認

を行い、住民票の写しの添付を求めないものとする。この場合において、職員が

マイナンバーカードを見ながらマイナンバーカードに記載されている新氏名を届

出書の空欄部分に書き写し、届出者が記載した氏名と一致することを確認後、マ

イナンバーカードをコピーをすることなく届出者に返却するものとする。

ウ 同一戸籍に係る複数の者が、同一窓口において同時に氏名又は本籍の変更届を

提出する場合は、いずれか一人の住民票の写し（申請者全員の氏名が記載されて

いるものに限る ）をもって、当該複数人の申請を受理することができるものと。

する。

⑵ 受理時の措置

ア 免許証の変更届を受理した際は、免許証の備考欄に変更年月日及び変更内容を

記載するとともに、北海道公安委員会（各方面公安委員会にあっては、当該方面

公安委員会）の公印規程で定める専用公印（以下「専用公印」という ）を押印。

するものとする。

なお、マイナ免許証については免許情報記録の書換えをもって記載事項変更を

行うものとする。

イ 前事項の措置（仮免許証の記載事項変更を除く ）を講じたときは、当該変更。

届に係る第４の１の事項の電磁的記録を変更するものとする。ただし、免許証に

ついて、交番又は駐在所で変更届を受理した場合は、電磁的記録を行う装置がな

いので、申請者に電磁的記録が可能な場所を教示した上で、速やかに変更の記録

を受けるよう説明するものとし、マイナ免許証については、取り扱わないものと

する。

３ 免許証等の再交付

⑴ 再交付申請の受理

ア 免許証のみ有していた者から免許証の再交付の申請を受理した場合は、運転免

許証再交付申請書（規則別記様式第17）及び規則第17条第２項第10号に規定する

申請用写真、マイナ免許証のみを有していた者から新たなマイナンバーカードに

特定免許情報の記録の申請を受理した場合は、特定免許情報記録申請書（規則別

記様式第17の２）を提出させること。

なお、免許証等を亡失し、又は滅失した場合の書面については、運転免許証等

紛失等てん末書（別記様式第１号。以下「てん末書」という ）を提出させるこ。

と。ただし、申請者が亡失等に係る証明書等を提出したときは、てん末書の提出

を要しないものとする。

イ 申請者に本人確認書類の提示を求め、面接を実施した上で、本人であることを

確認するものとする。



また、申請者による免許の不正取得を防止するため、亡失等の状況について確

認すること。

ウ 免許証等の亡失等に伴う保有状況の変更手続き

免許証等の亡失等に伴う保有状況の変更に必要な申請書等については、規則で

定めるもののほか、次のとおり行うものとする。

ｱ 免許証及びマイナ免許証を有していた者が免許証のみを紛失した場合で、手( )

続後にマイナ免許証のみを有する者になるとき

「免許保有状況変更申出書（紛失等時 （別記様式第２）により申請させ）」

るとともに、同人の有するマイナ免許証を確認すること。

なお、当該提出後、紛失した免許証を発見した場合において、当該発見を機

に免許証及びマイナ免許証を保有する旨を申し出たときは 「免許保有状況変、

更申出書（発見時 （別記様式第３）を提出させるとともに、発見した免許）」

証を確認すること。

ｲ 免許証及びマイナ免許証を有していた者がマイナ免許証のみを紛失した場合( )

で、手続後に免許証のみを有する者になるとき

「免許保有状況変更申出書（紛失等時 （別記様式第２）を提出させると）」

ともに、同人の有する免許証を確認すること。

なお、当該提出後、紛失等したマイナ免許証を発見した場合において、当該

発見を機に免許証及びマイナ免許証を保有する旨を申し出たときは 「免許保、

有状況変更申出書（発見時 （別記様式第３）の提出を求めるとともに、発）」

見したマイナ免許証を確認すること。

⑵ 免許証作成時の措置

免許証の再交付の申請（仮免許証の再交付申請を除く ）に際し、申請者から旧。

免許証の提出がない場合における当該申請に係る免許証の番号は、その末尾の番号

（以下「再交付記号」という ）を繰り上げて作成すること。。

⑶ 再交付申請の処理

再交付の申請により交付する免許証の備考欄には、再交付の年月日及び再交付し

た旨を記載するものとする。この場合において、再交付申請により交付する免許証

が仮免許証であるときは、再交付の年月日及び再交付した旨を記載した上で、専用

公印を押印すること。

⑷ マイナンバーカードへの特定免許情報の記録時の措置

マイナンバーカードの亡失、滅失、汚損又は破損（以下「亡失等」という 、。）

有効期間の満了又は追記欄の満欄などの理由により新たに免許情報記録申請を行う

際は、免許情報記録番号の末尾（以下「再記録記号」という ）を繰り上げて作成。

するとともに、免許情報登録画面上の備考欄に再交付の年月日及び再交付した旨を

入力すること。

⑸ 再交付記号及び再記録記号の繰り上げに係る留意点



ア 亡失等に伴いマイナ免許証へ保有状況を変更する際、次の事項に該当する場合

は一旦、免許証の再交付記号を繰り上げた後、マイナ免許証へ保有状況を変更す

ること。

ｱ 免許証のみの者が免許証を亡失等後、マイナ免許証のみ申請する場合。( )

ｲ 二枚持ち者がその双方を亡失等後、マイナ免許証のみ申請する場合。( )

イ 亡失等に伴う免許証等の再交付又は再記録（以下「再交付等」という ）申請。

時において、次のアからエに定める保有状況に変更する場合は、再交付等を受け

ない免許証等の再交付記号や再記録記号を繰り上げず、次回の交付申請時に、そ

の記号を繰り上げることに留意すること。

ｱ マイナ免許証のみの者がマイナ免許証を亡失等後、免許証のみ申請する場合( )

ｲ 二枚持ち者が免許証のみを亡失等後、マイナ免許証のみに保有変更する場合( )

二枚持ち者がマイナ免許証のみを亡失等後、免許証のみに保有変更する場合(ウ)

二枚持ち者が二枚とも亡失等後、免許証のみを申請する場合(エ)

第６ 限定解除審査及び技能検査

１ 限定解除審査（規則第18条の５に規定する限定解除審査をいう。以下同じ ）及び。

技能検査（法第89条第３項に規定する検査をいう。以下同じ ）は、それぞれ限定解。

除審査申請書（規則別記様式第13の５ 、運転免許条件申請書（規則別記様式第13の）

６）又は技能検査申請書（規則別記様式第13）を提出させ、技能試験に準じて行うも

のとする。

２ 申請者が限定解除審査に合格した場合は、免許証の備考欄に合格年月日及び限定解除

の内容を記載し、専用公印を押印するものとする。

３ 前事項の措置を講じたときは、当該限定解除に係る第４の１の事項の電磁的記録を

変更するものとする。

４ 技能検査の合格者から、検査合格証明書（規則別記様式第13の２）の再交付申請が

あった場合は、当該申請者が技能検査に合格していることを確認した上で、再交付す

ることができるものとする。

第７ 免許証等の返納

１ 失効免許証等の返納

免許証の交付を受けている者（次事項において「被交付者」という ）から、法第。

106条の３第１項第２号、第３号又は第４号に基づき、失効した免許証又は免許証の

再交付を受けた後において亡失又は回復した免許証の返納があった場合は、失効又は

再交付の事実を確認した上で受理するものとする。この場合において、やむを得ない

事情があると認めるときは代理人による返納を受理するものとする。

２ 死亡を理由とする返納

被交付者の家族等から、被交付者に係る免許証の返納（前事項の返納を除く ）が。

あった場合は、家族等を被交付者の代理人と認め、死亡事実が明らかとなるものを確

認した上で受理するものとする。



３ １（再交付を除く ）及び２の事項において返納手続をした者又は法第104条の４。

第１項に基づく申請による取消し（受けている免許の全てを取り消す場合（以下「全

部取消し」という ）に限る ）をした者が免許証の受領を希望するときは、当該免。 。

、 、許証にさん孔措置を講じ 当該免許証の裏面に返納の届出があった旨を記載した上で

交付することができるものとする。

４ 亡失したマイナ免許証の発見時における措置

再交付等の後に亡失等した免許証等を発見した際は、免許証については、法第106

条の３第１項第３号により免許証の返納義務が生じるが、マイナ免許証については、

免許情報記録の抹消義務は生じないことに留意すること。

なお、亡失したマイナ免許証を有する者又は２の事項により家族等からマイナ免許

証に係る免許情報記録の抹消依頼を受けた際は、これを抹消した後、マイナンバーカ

ードを住所地の市町村長等へ返納するよう教示すること。

第８ 代理人による申請等

第７の事項のほか、次に掲げる申請等については、代理人による手続を認めるものと

する。

１ 免許証等、仮免許証、運転経歴証明書及びマイナ経歴証明書の記載事項変更の届出

２ 免許の取消し（全部取消しに限る ）の申請。

３ 運転経歴証明書の交付申請又は運転経歴情報の記録申請

４ 国外免許証の交付申請

５ 指定自動車教習所による仮免許の申請

６ 免許証（更新及び再交付申請に限る 、仮免許証、国外免許証及び運転経歴証明。）

書の受領

７ 免許の取消し（全部取消しに限る ）に係る取消通知書の受領。

第９ 免許申請等における申請処理簿の作成

免許申請、更新申請、再交付申請、記載事項変更届等の各種申請の受付状況は、別に

定める申請処理簿により明らかにしておくものとする。

第10 災害等発生時における免許証の有効期間の延長措置

自然災害や警察共通基盤システムのシステム障害等により、免許証等の更新申請者に

何らかの不利益が生じる事象が発生した場合は、別に定めるところにより、更新前の免

許証等の有効期間を必要な期間、延長することができるものとする。

第11 その他

この要領に定めるもののほか、運転免許に関する事務処理の運用に関して必要な事項

は、別に定めるものとする。



別表（第３の３の⑴の事項関係）

適性試験実施要領

検査項目 測定機材等 測定方法 合格基準

視 力 万国式視力表又はこ ・万国式視力表を使用する場合 免許の種類に応じ

れと同等の性能を持 は、視力表と被検者との距離を５ た合格基準の指標

つ測定機材を使用す メートル、照度は視標上をおおむ を、片眼及び両眼

るものとする。 ね300ルクスから500ルクスとし、 それぞれおおむね

室内の照度はそれ以下とする。 ２回以上示し、そ

・視力を矯正して合格基準に達し の過半回数を正答

た者の測定は、矯正した状態で測 した者を合格とす

定する。 る。

色 彩 別 万国式視力表と同等 赤色、青色及び黄

能 力 の性能を持つ測定機 色を見分けること

材又は三原色の色紙 ができれば合格と

を使用するものとす する。

る。

深 視 力 三桿法の奥行知覚検 視力検査を矯正して合格基準に達

査器を使用するもの した者は、矯正した状態で検査す

とする。 ること。

聴 力 道路運送車両法の保 試験コース等屋外において、普通 過半数以上聞こえ

。安基準に適合した普 自動車から被検者を10メートル先 た者を合格とする

通自動車（法第３条 に後ろ向きに立たせた後、警音器

に規定する普通自動 の長短音を組み合わせて５回以上

車をいう ）の警音 吹鳴すること。。

器を使用するものと

する。

運動能力 原則として、受験者の歩行状況等

。 、から判定するものとする ただし

安全な運転に必要な四肢又は体幹

に何らかの障害が認められる場合

は、運転シミュレーター等の機材

又は自動車等を操作させる方法に

より行うものとする。



（第５の３の⑴のアの事項関係）別記様式第１号

免許証等紛失等てん末書

公安委員会 殿 年 月 日

住 所 電話番号

氏 名 生年月日

住 所
勤 務 先 等

名 称

紛 失 等 年 月 日 時 分頃から
の 日 時 年 月 日 時 分頃までの間

紛 失 等 の
場所・区間

免許証 ・ マイナ免許証紛 失 等 し た も の
紛 失 等 の

交 付 公 安 委 員 会 公安委員会

免 許 証 等 交付（記録）年月日 年 月 日 交付（記録）

免 許 の 種 類

紛 失 等 の

状 況

届 出 年 月 日 届出先（警察署など）紛 失 等 の 届出の有無

有 無 年 月 日届 出 状 況

紛 失 等 の

届 出 状 況

過去の交通 最終違反名（ ） 違反日（ 年 月 日）

違反・事故歴 事 故（ ） 事故日（ 年 月 日）

再交付回数 免 許 証 なし １回 ２回 ３回以上

再記録回数
（過去１年） マイナ免許証 なし １回 ２回 ３回以上

注意事項
１ 不正な手段により、免許証の再交付を受けた場合やマイナンバーカードに特定

免許情報の記録を受けた場合は処罰されます。
、 。２ 再交付を受けた後に旧免許証を発見し これを返納しないときは処罰されます

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



（第５の３の⑴のウの事項関係）別記様式第２号

免許保有状況変更申出書（紛失等時）
年 月 日

公 安 委 員 会 殿
ふ り が な

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

紛失等の直前における
有 ・ 無免 許 証 及 び マ イ ナ 免 許 証

双 方 の 保 有 の 有 無

免 許 証 及 び マ イ ナ 免 許 証 の う ち
免許証 ・ マイナ免許証紛 失 等 し た も の

紛 失 等 し た 理 由

免 許 証 等 の
有効期間の末日

免 許 証 等
現

第 号
番 号

に
昭 平 令

第一種
受 二・小・原 年 月 日

免 許
和 成 和

け 免 大 中 準 普 大 大 普 小 原 け 大 中 普 大 け
許

て 年 免 許 の 種 類 中 自 自 特 引
月

い 日 型 型 型 通 特 二 二 特 付 引 二 二 二 二 二
・ 昭 平 令

第一種
る 種 その他 年 月 日

免 許
類 和 成 和

免 昭 平 令
第 二 種 免 許 年 月 日

許 和 成 和

免 許 の 条 件

備考 １ 氏名及び生年月日欄は、明瞭に、かい書で記載すること。
２ 紛失等の直前における免許証及びマイナ免許証の保有の有無欄は、免許証及びマイ
ナ免許証のうちいずれかの紛失等の直前において、２枚持ちの場合には「有」を、２
枚持ちではない場合には「無」をそれぞれ○で囲むこと。

３ 免許証及びマイナ免許証のうち紛失等したもの欄は、免許証及びマイナ免許証のう
ちいずれか紛失等したものを○で囲むこと。

４ 現に受けている免許欄に係る欄には、紛失等することなく現在保有する免許証及び
マイナ免許証のうちいずれか一方に係る事項を記載すること。

５ 現に受けている免許欄には、現に受けている免許に係る免許証等番号（免許証番号
又は免許情報記録の番号をいう 、免許の年月日、免許の種類その他必要な事項を記。）
載すること。

６ 免許年月日・種類欄は、年月日を記載するほか、該当する年号及び現に受けている
免許の種類を示す略語を○で囲むこと。

７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。



（第５の３の⑴のウの事項関係）別記様式第３号

免許保有状況変更申出書（発見時）
年 月 日

公 安 委 員 会 殿
ふ り が な

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

免 許 証 及 び マ イ ナ 免 許 証 の う ち
マイナ免許証発 見 し た も の 免許証 ・

免 許 証 等 の
有効期間の末日

免 許 証 等
現

第 号
番 号

に
昭 平 令

第一種
受 二・小・原 年 月 日免 許

和 成 和
け 免 大 中 準 普 大 大 普 小 原 け 大 中 普 大 け

許
て 年 免 許 の 種 類 中 自 自 特 引

月
い 日 型 型 型 通 特 二 二 特 付 引 二 二 二 二 二

・ 昭 平 令
第一種

る 種 その他 年 月 日
免 許

類 和 成 和
免 昭 平 令

第 二 種 免 許 年 月 日
許 和 成 和

免 許 の 条 件

備考 １ 氏名及び生年月日欄は、明瞭に、かい書で記載すること。
２ 免許証及びマイナ免許証のうち発見したもの欄は、免許証及びマイナ免許証のうち
いずれか紛失等したものとして、紛失等に係る免許保有状況変更申出時に申出をした
もので発見したものを○で囲むこと。

３ 現に受けている免許欄に係る欄には、紛失等に係る免許保有状況変更申出後に発見
した免許証及びマイナ免許証のうちいずれか一方に係る事項を記載すること。

４ 現に受けている免許欄には、現に受けている免許に係る免許証等番号（免許証番号
又は免許情報記録の番号をいう 、免許の年月日、免許の種類その他必要な事項を記。）
載すること。

５ 免許年月日・種類欄は、年月日を記載するほか、該当する年号及び現に受けている
免許の種類を示す略語を○で囲むこと。

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。


